
令和６年度愛媛県農業会議 事業実績

令和６年６月２７日開催の第１１１回通常総会で承認された「事業計画」に基づき、地域農業の健
全な維持・発展を図るため、農業委員会ネットワーク機構として、各種業務を実施したので、その概
要を次のとおり報告する。

【重点活動事項】
○ 農業委員会組織の活動強化・体制整備
○ 農地利用の最適化に向けた取り組みの強化
○ 担い手の確保・育成対策と経営確立対策の推進
○ 農業者・地域の声を積み上げた政策提案活動の推進
○ 農業・農村に関する情報提供活動の推進
○ 女性農業委員の登用促進に向けた取り組みの推進

第１ 会議の開催
１ 総 会
２ 理事会
３ 監査会
４ 常設審議委員会
５ 農業委員会会長・事務局長会議
（１）農業委員会会長並びに事務局長会議
（２）農業委員会事務局長会議

第２ 法令所掌業務の実施
１ 農地法に定める事項

第３ 農政対策等の推進
１ 各種大会等への参加
２ 農業の国際化に向けた取り組み
３ 令和７年度農業委員会関係予算対策
４ 令和７年度税制改正対策
（１）令和７年度農林関係税制に関する要望のとりまとめ
（２）適用期限が到来する特例措置に関する延長要望のとりまとめ
５ 要望・陳情事項

第４ 農業委員会組織の活動強化及び体制整備対策の推進
１ 農業委員会制度の普及浸透（機構集積支援事業）
２ 農業委員会組織における人材育成の実施
（１）市町農業委員等を対象とした研修（機構集積支援事業）
（２）農業委員会事務局職員等を対象とした研修（農業委員会活動強化対策事業）
３ 農業委員会活動の巡回支援（機構集積支援事業）
４ 農業委員会活動の情報発信（農業委員会活動強化対策事業）
（１）農業委員会活動のインターネットによる情報発信支援
（２）「農業委員会活動事例集」の作成
５ 農業委員会活動評価検討会（農業委員会活動強化対策事業）
６ 女性農業委員の登用促進に向けた活動（機構集積支援事業）
（１）女性の農業委員等を対象とした研修
（２）女性農業委員の登用促進に向けた活動

第５ 優良農地の確保と有効利用対策の推進
１ 優良農地の確保に向けた啓発活動等の実施（機構集積支援事業）
２ 農地転用許可事務等の適正執行（農業委員会活動強化対策事業）
（１）農業委員会に対する助言・協力
（２）農地調整関係等調査
３ 担い手への農地の集積・集約化に対する支援（機構集積支援事業）
４ 遊休農地の発生防止と解消対策等の推進（機構集積支援事業）
５ 「農地利用最適化推進指針」の作成支援（機構集積支援事業）
６ 広域連携活動支援（農業委員会活動強化対策事業）
７ 農地に関する情報整備・公表事務への支援（機構集積支援事業）
（１）農業委員会に対する支援



（２）農業委員会サポートシステム操作研修会
８ 「えひめ農地利用最適化推進１･１･１運動」の推進（機構集積支援事業）

第６ 担い手・経営対策と新規就農・人材対策の推進
１ 農業法人等への就業促進支援（雇用就農資金）
（１）研修説明会
（２）研修実施状況調査
２ 農業者年金制度の普及・推進（農業者年金業務指導等事業）
（１）研修会・会議・制度説明会
（２）現地指導等
（３）制度の普及資料の作成・提供
（４）加入推進部長の設置
（５）広報・ＰＲ等
３ 家族経営協定の普及・推進（農業者年金業務指導等事業）

第７ 認定農業者等の組織化と事務局担当組織の活動支援
１ 認定農業者等担い手農業者組織の活動支援
２ 農業委員会関係組織との連携強化
３ その他組織の活動支援

第８ 農業一般に関する調査及び情報の提供
１ 調査活動の推進（農業委員会活動強化対策事業）
２ 全国農業新聞の普及拡大（情報提供推進事業）
（１）普及推進会議
（２）巡回指導等
３ 全国農業図書の普及推進（情報提供推進事業）
４ 農業委員会による広報活動への支援（情報提供推進事業）

第９ 表彰事業の実施
１ 優良農業委員等表彰（愛媛県知事表彰）
２ 永年勤続農業委員等表彰（愛媛県農業会議会長表彰）



第１ 会議の開催
１ 総 会

開催時期 開催場所 協 議 事 項

令和６年 にぎたつ会館 （決議事項）
６月27日 ①令和５年度事業報告並びに収支決算の承認に関する件
（第111回） ②令和６年度会費の額並びに納入方法の決定に関する件

③令和６年度役員報酬等の総額の決定に関する件
④役員（理事及び監事）の選任に関する件
（報告事項）
①令和５年度収支予算の一部変更について
②令和６年度事業計画並びに収支予算について
③令和６年度預入先並びに借入先金融機関について
④令和６年度借入金額の最高限度額について

２ 理事会

開催時期 開催場所 協 議 事 項

令和６年 えひめ共済会 ①令和５年度事業報告並びに収支決算について
５月23日 館 ②令和６年度会費の額並びに納入方法について
（第17回） ③令和６年度役員報酬等の総額について

④役員（理事及び監事）候補者の選定について
⑤会長及び副会長の候補者の選定について
⑥第111回通常総会の報告事項について
⑦第111回通常総会の開催について
⑧臨時理事会の開催について
⑨町選出常設審議委員の選任について

令和６年 にぎたつ会館 ①会長（代表理事）の選定について
６月27日 ②副会長（２名）の選定について
（臨 時）

令和７年 えひめ共済会 ①令和６年度収支予算の一部変更について
２月19日 館 ②令和７年度事業計画並びに収支予算の設定について
（第18回） ③令和７年度預入先並びに借入先金融機関の決定について

④令和７年度借入金の最高限度額の決定について
⑤学識会員（定款第６条第４項第２号会員）の指名について
⑥常設審議委員（学識会員等）の選任について
⑦任期満了に伴う常設審議委員の選任について
⑧農業委員改選等に伴う欠員役員の補充選任について

３ 監査会

開催時期 開催場所 協 議 事 項

令和６年 (株)キクノ別 令和５年度農業会議業務及び会計について
５月21日 館



４ 常設審議委員会

開催時期 開催場所 主 要 議 案

令和６年 えひめ共済会 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について
４月30日 館 ②水田の畑地化をめぐる取扱いについて

③営農型太陽光発電設備の不適切事案への厳格な対応について
④農地中間管理事業等の適正かつ円滑な実施について

５月27日 えひめ共済会 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について
館 ②令和６年度愛媛県農林水産部の主要施策について

③全国農業委員会会長大会における政策提案について

６月27日 にぎたつ会館 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について

７月29日 えひめ共済会 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について
館 ②食料・農業・農村基本法の一部改正及び関連三法について

８月27日 えひめ共済会 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について
館 ②令和６年度農地パトロール実施要領について

③遊休農地等の判定ガイドについて

９月27日 えひめ共済会 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について
館 ②令和７年度農林水産予算の概算要求について

③令和７年度全国農業委員会会長代表者集会について
④農業委員会組織による「能登半島地震義援金」の結果について

10月28日 えひめ共済会 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について
館 ②「促進計画」による利用権設定について

11月26日 えひめ共済会 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について
館 ②全国農業会議所創立70周年記念式典・令和６年度全国農業委員会

会長代表者集会開催要領について
③新たな食料・農業・農村基本計画と令和７年度農業関係予算に関
する要請のポイントについて

④農業者年金の制度改正・運用改善に関する要望について
⑤地域計画における目標地図に関する注意喚起について

12月17日 えひめ共済会 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について
館 ②農業者年金の加入推進の状況とラジオ広告について

③令和６年度市町農業委員並びに農地利用最適化推進委員等研修会
「開催要領」について

令和７年 えひめ共済会 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について
１月28日 館 ②令和７年産米の「生産の目安」について

２月28日 えひめ共済会 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について
館

３月28日 えひめ共済会 ①農地法第４・５条許可事案に対する意見について
館 ②令和６年度中国四国農業会議会長・事務局長会議への提出課題

③令和７年度全国農業委員会会長大会開催要領について

【常設審議委員の異動】
令和６年４月

第４項第２号会員 帽子 大輔 （愛媛県議会農林水産委員長）
令和６年８月

第４項第１号会員 古本 貢 （上島町農業委員会長）
第４項第１号会員 大野 和博 （砥部町農業委員会長）
第４項第１号会員 村田 和宏 （松野町農業委員会長）



５ 農業委員会会長・事務局長会議
（１）農業委員会会長並びに事務局長会議

開催時期 開催場所 出席者数 協 議 事 項

令和６年 にぎたつ会館 48名 情勢報告「農業委員会組織をめぐる情勢と課題について」
６月13日 全国農業会議所 専務理事 稲垣 照哉 氏

①令和６年度農業会議事業計画等について
②令和６年度農業委員会関係事業の推進について
③農地利用最適化交付金事業の活用促進について
④農地中間管理事業の推進について

（２）農業委員会事務局長会議

開催時期 開催場所 出席者数 協 議 事 項

令和６年 えひめ共済会 29名 ①食料安全保障の強化に向けた農地制度の見直しについて
10月30日 館 ②令和７年度農業委員会関係予算の概算要求について

③「農用地利用集積等促進計画」策定に係る市町職員の
機構職員兼務について

④「地域計画」及び「目標地図」の作成について
⑤農業委員会サポートシステムの活用促進について
⑥農業者年金の加入推進対策について
⑦令和７年度農業会議会費（案）等について
⑧情報活動事業の推進強化について

第２ 法令所掌業務の実施
１ 農地法に定める事項

区 分 処理件数（件） 処理面積（ha）

転用の制限 21 4.01 ( 40,128.56㎡)

転用のための権利移動の制限 111 21.04 (210,456.28㎡)

解約の制限 0 0.00 ( 0.00㎡)

計 132 25.05 (250,584.84㎡)

第３ 農政対策等の推進
１ 各種大会等への参加

大 会 名 開催時期及び場所 参 加 者

全国農業委員会会長大会 令和６年５月29日 市町農業委員会の会長
東京都 文京シビックホール 等31名が参加

本県選出国会議員を囲む要請懇談会 令和６年５月29日 市町農業委員会の会長
東京都 東京グリーンパレス 等31名が参加

農業者年金加入推進セミナー 令和６年11月27日 農業者年金協議会の役
東京都 銀座ブロッサム 員等11名が参加

全国農業委員会会長代表者集会 令和６年11月28日 市町農業委員会の会長
東京都 文京シビックホール 等24名が参加



２ 農業の国際化に向けた取り組み
農産物貿易の自由化に向けて、「環太平洋経済連携協定」（ＴＰＰ１１）の発効以降、世界の各国

や地域との間で経済連携協定（ＥＰＡ・ＦＴＡ）等が矢継ぎ早に締結されるなかで、全国農業会議
所と連携し、農林水産物の輸出力強化と国産農産物の消費拡大等を促進するための要請活動を政府
・国会等に対して実施した。
① 食料安全保障の確立と関係予算の確保
② 適正な価格形成の仕組みと早期構築
③ 農家所得に繋がる農産物の輸出拡大対策
④ 動植物防疫・水際対策の強化

３ 令和７年度農業委員会関係予算対策
① 農業委員及び推進委員による農地利用最適化業務への取り組みを強化するため、「農地利用最適
化交付金」を活用した委員報酬の引き上げとそのために必要な報酬条例等の整備について、農業
委員会に対する働きかけを行った。
② 「地域計画」における「目標地図」の素案策定に向けて、農業委員会が取り組む農地の利用状
況調査や利用意向調査、地域での話し合い活動への参画が円滑に推進されるよう、「機構集積支援
事業」の積極的な活用について農業委員会への働きかけを行った。
③ 「地方交付税交付金」の算定基礎である農業委員会職員数の変更（３人から５人）や農業委員
会業務の増大等を踏まえ、農業委員会が市町部局に対して実施する農業委員会予算の確保と事務
局体制の強化に向けた取り組みを支援した。
④ 「農業委員会交付金」の配分に関わる農業委員会による「議事録」の整備や「活動計画」の策
定、活動実績に対する「点検・評価・公表」について、農業委員会へ周知徹底を図り、その取り
組みを支援した。

４ 令和７年度税制改正対策
令和７年度農林関係税制改正に向けて、市町農業委員会及び農業経営者組織等から農業・農村現

場の実態を踏まえた具体的な税制改正要望を積み上げ、全国農業会議所と連携を図り、税制改正対
策を実施した。
（１）令和７年度農林関係税制に関する要望のとりまとめ
（２）適用期限が到来する特例措置に関する延長要望のとりまとめ
① 農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例（所得税・法人税）
② 農地等についての贈与税又は相続税の納税猶予等に係る利子税の特例（相続税・贈与税）
③ 農用地利用集積等促進計画に基づき農用地等を取得した場合の所有権の移転登記の税率の軽減

（登録免許税）
④ 農用地利用集積等促進計画に基づき取得する農用地区域内農地にある土地に係る特例（不動産
取得税）

５ 要望・陳情事項
① 食料・農業・農村基本政策の具体化に向けた政策提案

（令和６年５月29日 本県選出国会議員へ要請）
② 新たな食料・農業・農村基本計画と令和６年度農業関係予算に関する要請

（令和６年11月28日 本県選出国会議員へ要請）
③ 産地の維持・発展に向けた取り組みに関する要請

（令和６年12月12日 愛媛県知事及び自由民主党愛媛県支部へ要請）
④ 農業委員と農地利用最適化推進委員の併存配置の見直しに関する意見

（令和７年１月14日 中国・四国農業会議会長会へ意見提出）

第４ 農業委員会組織の活動強化及び体制整備対策の推進
１ 農業委員会制度の普及浸透（機構集積支援事業）

農業委員並びに農地利用最適化推進委員が農業及び農業者の代表として地域に密着した活動の推
進と農業委員会に課せられた役割が果たせるよう制度の普及浸透に努めるとともに、委員の改選に
伴う青年や女性の積極的な登用に向けた関係機関等への働きかけを支援した。

２ 農業委員会組織における人材育成の実施
（１）市町農業委員等を対象とした研修（機構集積支援事業）

開催時期 開催場所 研修目的 研修対象者 研修内容

令和６年 農地行政等の厳正かつ 農業委員・農 ○農地制度の見直し
９月２日 松山市 適正な執行と農業委員 地利用最適化 ○農地法第３・４・５条の
９月４日 今治市 会活動の円滑な推進に 推進委員、農 許可基準



９月５日 宇和島市 資する 業委員会事務 ○農地中間管理事業
９月６日 八幡浜市 局職員
９月９日 西条市 延561人

令和７年 農地制度等に関する専 農業委員・農 ○農業委員会を取り巻く情
２月12日 松山市 門的知識の付与と農業 地利用最適化 勢
～13日 委員・農地利用最適化 推進委員、農 ○産地間連携を軸とした県

推進委員としての資質 業委員会事務 外アルバイター等労働力
向上に資する 局職員 71人 確保

○西宇和みかん支援隊を核
とした新たな担い手育成
システムの確立

○農地中間管理事業の推進
○農地移動適正化あっせん
事業

○食料の安定供給のための
農地の確保及びその有効
な利用を図るための農業
振興地域の整備に関する
法律等の一部を改正する
法律

○農地をめぐる税制特例と
農業委員会の役割

（２）農業委員会事務局職員等を対象とした研修（農業委員会活動強化対策事業）
① 基礎研修会

開催時期 開催場所 参加人員 講 師 研修内容

令和６年 農業委員会職 県農地･担い手対策室職員 農委活動及び農地関係法令
８月１日 松山市 員他 40人 県農業会議職員 等と実務に関する基礎研修
～２日

② 特別研修会

開催時期 開催場所 参加人員 講 師 研修内容

令和６年 大洲市 農業委員会職 県南予地方局農業振興課職員 地域の条件や特性等に応じ
10月23日 員他 28人 県農業会議職員 た農業委員会活動の活性化

に資するための研修

令和６年 松山市 農業委員会職 全国農業会議所職員 農業委員会活動の活性化及
11月13日 員他 30人 えひめ農林漁業振興機構職員 び業務の円滑かつ適正な推

進を確保するための研修

３ 農業委員会活動の巡回支援（機構集積支援事業）

巡回実績 農業委員会名 支援内容 巡回支援を行うための
体制について

年22回 県内20農業委員会 農地の最適化活動の推進及び 農業会議職員３名
タブレット端末の操作研修

４ 農業委員会活動の情報発信（農業委員会活動強化対策事業）
（１）農業委員会活動のインターネットによる情報発信支援

農業委員会活動の「見える化」を促進するため、農業委員会が公表する農地利用最適化活動の目
標と点検・評価を取りまとめ、全国農業会議所ホームページを通じて組織内外へ情報発信する取り
組みを支援した。



（２）「農業委員会活動事例集」の作成

発行回数 発行部数 備 考

１回 80部 四国４県で共同作成

５ 農業委員会活動評価検討会（農業委員会活動強化対策事業）

開催時期 開催場所 対象委員会数 検討内容

（第１回） ５農業委員会
令和６年 松山市 （西条市、東温市、上島町、 ○農業委員会活動強化対策の実施･推進
10月９日 鬼北町、愛南町） ○農業委員会活動評価検討会の進め方

（第２回）
令和７年 上島町 １農業委員会 ○農業委員会の状況
３月13日 ○最適化活動の実施状況

○事務の実施状況
３月14日 鬼北町 ２農業委員会 ○その他

愛南町

３月18日 西条市 ２農業委員会
東温市

６ 女性農業委員の登用促進に向けた活動（機構集積支援事業）
（１）女性の農業委員等を対象とした研修

開催時期 開催場所 研修目的 研修対象者 研修内容

令和６年 女性委員活動の円滑な 女性農業委員 ○一次産業女子ネットワー
10月21日 松山市 推進に資する ・農地利用最 ク・さくらひめの活動紹介

適化推進委員 ○みかん山からの贈り物の
他 33人 カタチ

○グループ討議
○全体討議

令和６年 県域を越えた相互研さ 女性農業委員 ○黄金の３割理論の実現に
11月７日 鳥取県 ん、交流促進、女性の ・農地利用最 向けて
～８日 委員への登用促進、委 適化推進委員 ○地域での話し合いを円滑

員の資質向上と女性委 他 10人 に進めるヒント
員の活動強化に資する ○家族経営協定

○農業委員会の紹介と私の
活動のこれまでとこれから

○菜種は情報の架け橋
○全国農業委員会における
女性委員の登用状況と活
動の優良事例

○グループワーク

令和７年 女性委員への登用促進 女性農業委員 ○とちぎ女性農業委員の会
１月15日 東京都 と男女共同参画の実現 ・農地利用最 女性委員の活動と登用促進
～16日 に資する 適化推進委員 ○沖縄県農業委員会女性協

他 ３人 議会における女性委員の
活動と登用促進

○グループディスカッション
○令和６年度における女性
登用の取り組み施策

○全体討議



令和７年 全国の女性委員が一堂 女性農業委員 ○地域計画の実行に向けて
３月５日 東京都 に会し、女性の農業委 ・農地利用最 ○地域計画の実現を目指して

員への登用促進や委員 適化推進委員 ～最少人数の事務局を救
の資質向上、農業委員 他 ５人 うのは委員！委員連携活
の活動強化に資する 動記録簿

○アピール採択

令和７年 女性委員活動の円滑な 女性農業委員 ○女性委員の登用の現状と
３月17日 松山市 推進に資する ・農地利用最 課題

適化推進委員 ○コミュニケーション力で
他 37人 築く委員と事務局の委員

会活動

（２）女性農業委員の登用促進に向けた活動

開催時期 開催場所 活動対象者 活動内容

令和６年 〇県内の女性農業者に対する農業委員会の役割や活
10月21日 松山市 女性農業委員等 動の普及啓発

〇県内の女性農業者及び女性農業関係者への農業委
令和７年 員立候補への励行
３月17日 松山市

第５ 優良農地の確保と有効利用対策の推進
１ 優良農地の確保に向けた啓発活動等の実施（機構集積支援事業）

遊休農地の発生防止と解消対策、農地の無断転用防止、不法投棄対策等の啓発活動を実施すると
ともに、農業委員会の農地パトロールによる監視活動への取り組み強化の支援に努めた。

２ 農地転用許可事務等の適正執行（農業委員会活動強化対策事業）
（１）農業委員会に対する助言・協力

農地の確保・有効利用を図るため、農地転用の許可事務及び違反転用処理が円滑かつ適正に執行
されるよう助言・協力を行うとともに、農地法第３条許可要件の一部改正案に係る農地の権利取得
時の取り組みについて情報収集・提供及び相談活動を行った。

（２）農地調整関係等調査
① 調査件数（転用のための権利移動等）・・・ 26件
② 調査所要人員 ・・・・・・・・・・・・・ 20人

３ 担い手への農地の集積・集約化に対する支援（機構集積支援事業）

実施時期 対象農業委員会名 活動内容

令和６年４月 県内全（20）農業委員会 農業委員会業務の適正執行と遊休農地対策や広
～令和７年３月 域的な農地利用調整を確保するための指導他

４ 遊休農地の発生防止と解消対策等の推進（機構集積支援事業）
農地法において農業委員会の必須業務である農地利用状況調査や農地利用意向調査、農地中間管

理機構との協議の勧告などを計画的かつ確実に実施できるよう周知徹底を図った。

５ 「農地利用最適化推進指針」等の作成支援（機構集積支援事業）
農業委員会において作成が必須となった「農地利用の最適化の推進に関する指針」の見直しや公

表への取り組みを支援するとともに、農業委員、農地利用最適化推進委員の活動記録記帳の助言・
協力を行った。

６ 広域連携活動支援（農業委員会活動強化対策事業）

対象農業委員会数 指導回数

２０市町農業委員会 ５回



７ 農地に関する情報整備・公表事務への支援（機構集積支援事業）
（１）農業委員会に対する支援

農業委員会サポートシステムの農地情報等データの更新及び全国農地ナビを通じた公表事務を支
援するとともに、同システムの地図作成機能を活用した地域計画における「目標地図」の素案作成
への取り組みを推進した。

（２）農業委員会サポートシステム操作研修会

開催時期 開催場所 参加人員 講 師 研修内容

令和６年 農業委員会職 全国農業会議所職員 農地意向把握調査に係る一括更
７月16日 松山市 員他 延31人 新及び目標地図（素案）作成に
７月17日 伊予市 関する研修

８ 「えひめ農地利用最適化推進１･１･１運動」の推進（機構集積支援事業）
農地利用の最適化業務の円滑な推進と農業委員会活動の強化を図るとともに、「目標地図」の素案

作成に係る農地利用の意向把握と意向結果に基づいた農地の利用調整活動に取り組み、農業委員・
農地利用最適化推進委員１人あたり１年間に１筆以上の実績を上げるための組織運動を推進した。

第６ 担い手・経営対策と新規就農・人材対策の推進
１ 農業法人等への就業促進支援（雇用就農資金）
（１）研修説明会

開催地区 開催時期 開催回数 内 容 参加人数

令和６年度第１回（指導者養成研修会と合
松山市 令和６年 １回 同開催） 経営者 ３人

６月10日 ①雇用就農資金のねらいと事業実施の留意 雇用就農者 ３人
点について

②助成金の申請方法等について
③雇用就農者の育成強化について
④日本農業技術検定について
⑤農業雇用改善と人材の定着･育成等につ
いて

⑥個別相談

令和６年度第２回（指導者養成研修会と合
松山市 令和６年 １回 同開催） 経営者 ９人

10月10日 ①②③④⑤⑥同上 雇用就農者 10人

令和６年度第３回（指導者養成研修会と合
松山市 令和７年 １回 同開催） 経営者 ９人

２月17日 ①②③④⑤⑥同上 雇用就農者 ７人

（２）研修実施状況調査

実施時期 実施事業体数 雇用就農者数 調査及び指導の概要

令和６年７月 ３事業体 ７人
〇調査票様式に基づき就業状況等の確認

令和６年８月 12事業体 17人
〇帳簿の記載内容の確認 等

令和６年９月 17事業体 22人

令和６年10月 ８事業体 10人

令和７年２月 ３事業体 ３人

令和７年３月 ３事業体 ４人



２ 農業者年金制度の普及・推進（農業者年金業務指導等事業）
（１）研修会・会議・制度説明会

開催時期 開催場所 内 容 参加人員数

①加入推進業務に係るもの

令和６年
６月13日 松山市 市町農業委員会会長並びに事務局長会議 48人
９月２日 今治市 市町農業委員並びに農地利用最適化推進委員等研修会 181人
９月４日 松山市 市町農業委員並びに農地利用最適化推進委員等研修会 56人
９月５日 宇和島市 市町農業委員並びに農地利用最適化推進委員等研修会 98人
９月６日 大洲市 市町農業委員並びに農地利用最適化推進委員等研修会 117人
９月９日 西条市 市町農業委員並びに農地利用最適化推進委員等研修会 109人
10月30日 松山市 市町農業委員会事務局長会議 29人

②年金指導業務に係るもの

令和６年
５月20日 松山市 市町農業委員会業務担当者会議 25人
７月２日 松山市 市町農業委員会業務担当者研修会 23人
～３日

（２）現地指導等

開催時期 開催場所 内 容 対 象 参加人員数

令和６年
４月25日 西条市 農業者年金連絡協議会研修会 年金協議会会員 23人
６月26日 松山市 青年農業者連絡協議会リーダー研修会 青年協議会会員 56人
９月３日 松山市 農業担い手育成塾 就農予定者他 21人

（３）制度の普及資料の作成・提供

実施時期 内 容

令和６年
４月25日 農業者年金ＰＲパンフレット
９月２日 市町農業委員並びに農地利用最適化推進委員等研修会に係る制度概要資料及びＰＲ
～９日 パンフレット

９月３日 農業担い手育成塾に係るＰＲパンフレット
９月12日 加入推進部長現地活動に係るＰＲパンフレット

（４）加入推進部長の設置
① 加入推進部長の設置・活動

活動時間区分 人数

10～20時間 30人

20～30時間 7人

30時間以上 11人

計 48人



② 加入推進特別研修会

開催時期 開催場所 参加人数等

令和６年
９月18日 松山市 55人

（５）広報・ＰＲ等

内 容

・農業新聞への広告（全国農業新聞２回、日本農業新聞２回）
・ラジオへの広告（南海放送ラジオ110本）

３ 家族経営協定の普及・推進（農業者年金業務指導等事業）
農業・農村の男女共同参画、農業者の老後生活の安定と福祉向上に向けて、農業者年金の政策支

援加入の取り組みと連携し、家族経営協定の普及推進と農業後継者の確保・育成に努めた。

第７ 認定農業者等の組織化と事務局担当組織の活動支援
１ 認定農業者等担い手農業者組織の活動支援
「愛媛県認定農業者連絡協議会」、「愛媛県農業法人協会」、「愛媛県農山漁村生活研究協議会」など、
事務局組織の活動に対する支援、協力に努めるとともに、農業経営者ネットワークの拡充を支援し
た。

２ 農業委員会関係組織との連携強化
女性の農業委員・農地利用最適化推進委員への登用促進や農業委員会業務の適正化を図るため、

「愛媛県女性農業委員の会」、「愛媛県農業委員会職員研究協議会」及び「愛媛県農業者年金連絡協
議会」の事務局として、相互研さんや情報交換の推進に向けた取り組みの支援を行った。

３ その他組織の活動支援
「愛媛県農業改良普及事業連絡協議会」の事務局として、当該協議会の運営及び組織活動を支援

するとともに、農業改良普及事業との連携に努めた。

第８ 農業一般に関する調査及び情報の提供
１ 調査活動の推進（農業委員会活動強化対策事業）
①調査項目
○田畑売買価格等に関する調査
○農作業料金農業労賃等に関する調査

②調査会

開催場所 開催回数 参加人員

松山市 １回 48人

③調査方法
市町農業委員会の協力を得て実施。

２ 全国農業新聞の普及拡大（情報提供推進事業）
（１）普及推進会議

開催月日 会 議 名 称 出席者数

令和６年５月 農業委員会職員研究協議会理事会 10人
令和６年６月 市町農業委員会会長並びに事務局長会議 48人
令和６年７月 農業委員会職員研究協議会総会 24人
令和６年８月 農業委員会職員研究協議会理事会 10人
令和６年10月 農業委員会職員研究協議会理事会 10人
令和６年10月 市町農業委員会事務局長会議 29人



（２）巡回指導等

巡回等市町村農業委員会 実施時期

20農業委員会 令和６年４月～令和７年３月

３ 全国農業図書の普及推進（情報提供推進事業）

巡回地区 開催時期 開催回数 内 容 参加人数

松山市内 令和６年４月～ 12回 協力依頼（常設審議委員会） 50人
令和７年３月

松山市内 令和６年５月 １回 協力依頼（農業委員会職員研究協議会理事会) 10人
松山市内 令和６年６月 １回 協力依頼（市町農業委員会会長・事務局長会議) 48人
松山市内 令和６年８月 １回 協力依頼（農業委員会職員研究協議会理事会) 10人
松山市内 令和６年10月 １回 広報･展示（市町農業委員会事務局長会議） 29人
松山市内 令和７年２月 １回 広報･展示（市町農業委員並びに農地利用最 71人

適化推進委員等研修会）

４ 農業委員会による広報活動への支援（情報提供推進事業）
農業委員会が独自に発行する広報誌「農業委員会だより」の編集や市町広報誌を活用した情報発

信など、農業委員会が取り組む情報提供活動の支援に努めた。

第９ 表彰事業の実施
１ 優良農業委員等表彰（愛媛県知事表彰）

○優良農業委員 １名
○優良農業委員会 １委員会

２ 永年勤続農業委員等表彰（愛媛県農業会議会長表彰）
○永年勤続農業委員等 ６名
○永年勤続農業委員会職員 ２名


